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序 文 

タイ王国政府は、第 5 次経済社会開発 5 か年計画（1981～1986 年）において、農業国か

ら工業国への転換をめざし、その一環として輸出指向型産業振興策を進め、金属加工・機

械産業分野の中小企業の育成に努めてきました。同政府はこの政策を具現化する方策の 1

つとして、工業省内に中小企業の技術改善を担当する金属加工機械工業開発研究所

（MIDI）を設立することを計画しました。これに対し我が国は無償資金協力により MIDI

の施設を建設・整備するとともに、1986 年 10 月から 5 年間わたり、プロジェクト方式技

術協力（金属加工機械工業開発振興プロジェクト）を通じて、中小企業に対する技術指導

の協力を行いました。 

その後、日本・タイ両国政府の政策協議において、タイの裾野産業の輸入依存体質を改

善することが重要かつ緊急課題であるとの認識で一致しました。なかでも自動車部品産業

及び電気・電子部品産業は、金型やプラスティック加工等を含み、産業としての広い裾野

を有するものの、現在、部品を輸入に依存していることから優先的に改善すべき分野とし

て選定され、1993 年からこの分野を対象とする開発調査「工業分野振興開発計画（裾野産

業）」が実施されました。 

このような経緯を踏まえ、タイ政府は、同調査で作成されたマスタープランに基づき、

上述の MIDI を裾野産業開発部（BSID）として改編するとともに、MIDI に付与された基

礎的な機能を拡充し、金型分野のローカル企業の育成を通じてタイの部品産業を中心とし

た裾野産業の国際競争力を強化することを目的として、1996 年 9 月、プロジェクト方式技

術協力を要請してきました。 

これを受け、金型設計、加工、磨き・組立・試打の各分野に係る技術をタイ側 C/P に移

転し、C/P が移転された技術を生かした質の高い技術サービスを民間金型企業に提供する

ことにより、タイにおける金型分野の裾野産業育成に貢献することを目的とした、本件プ

ロジェクトを 1999年 11月から 5年間の協力期間において実施しています。 

本調査においては、これまでのプロジェクトの実績を確認し、評価 5 項目の観点から終

了時評価を実施し、必要な申し入れや提言を行い、それら結果を合同評価報告書に取りま

とめ、署名・交換を行いました。 

ここに本調査団の派遣に関し、ご協力いただいた日本・タイ両国の関係各位に対し深甚

の謝意を表するとともに、あわせて今後のご支援をお願いする次第です。 

 

2004年 6月 

独立行政法人 国際協力機構 

経済開発部 

部長 佐々木 弘世 
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評価調査結果要約表 

1. 案件の概要 

国名：タイ王国 案件名：金型技術向上計画 

分野：産業技術 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：経済開発部中小企業チーム 協力金額（評価時点）：約 8億 2千万円 

先方関係機関：工業省工業振興局裾野産業開

発部 

日本側協力機関：財団法人素形材センター 

協力期間 (R/D): 1999年 11月 1日～ 

2004年 10月 31日 

他の関連協力： 

1-1 協力の背景と概要 
第 5 次経済社会開発 5 ヶ年計画（1981～1986）の一環として金属加工機械産業分野の中

小企業の育成を目指していたタイ側の要請に基づき、日本政府は、無償資金協力により金

属加工機械工業開発研究所（MIDI）を建設、整備すると共に 1986年 10月より 5年間、同
施設を利用して鋳造、熱処理、材料試験、機械加工、機械設計、測定を主な協力分野とす

るプロジェクト方式技術協力を実施して、MIDI が中小企業を対象に技術指導を実施する
ための基礎的な機能を技術移転した。 

その後、タイ国の裾野産業の輸入依存体質を改善するために、自動車産業及び電気・電

子産業を対象に、1993 年より開発調査「工業分野振興開発計画（裾野産業）」が実施され
た。 

かかる経緯をも踏まえ、タイ国政府は、同調査にて作成されたマスタープラン（M/P）
に基づき、上述の MIDI を裾野産業開発部（BSID）として改編することとし、先般のプロ
技協により MIDI に付与された基礎的な機能を拡充し、金型分野の地場の裾野産業を育成
して国際競争力を強化したいとして、1996 年 9 月、プロジェクト方式技術協力を要請して
きた。 
これを受け我が方は、1998 年 3 月に事前調査、同年 8 月に第一次短期調査、1999 年 3

月に第二次短期調査を実施し、プロジェクトの基本計画及び投入計画などの詳細について

協議を行った。1999 年 7 月には実施協議調査団を派遣し、日本・タイ双方の責任分担や具
体的技術移転分野などについて最終的に合意した結果を討議議事録（R/D）及び協議議事
録（ミニッツ）に取りまとめたうえ、署名・交換を行った。 
上述の経緯を経て、本プロジェクトは、金型設計、加工、磨き・組立・試打の各分野に

係る技術をタイ側 C/P に移転し、その後、C/P が移転された技術を生かした質の高い技術
サービスを民間金型企業に提供することにより、タイにおける金型分野の裾野産業育成に

貢献することを目的として、1999年 11月から 5年間の協力を開始した。 

 

1-2 協力内容 

(1) 上位目標 
 タイのプラスティック金型産業が国際競争力を持ち、タイの組立産業に高品質の金

型を提供できるようになる。 

 



 

(2) プロジェクト目標 
 BSID の技術力が、タイのプラスティック金型業界に良質なサービスを提供できる

ように向上される。 

(3) 成果 
 0. プロジェクト実施体制が強化される。 

1. 必要な機材が供与・設置され、適切に操作・管理がなされる。 
2. 設計、加工、組立・試打の各分野で C/Pの技術力が向上する。 
3. 研修コース・セミナーが体系的に実施されるようになる。 
4. アドバイザリーサービス・技術情報提供サービスが体系的に実施されるようにな
る。 

5. プロトタイピングサービスが体系的に実施されるようになる。 

(4) 投入（評価時点） 

 日本側： 

 長期専門家派遣 9名 機材供与約 3億 1千万円 

 短期専門家派遣 27名 現地業務費約 1千 4百万円 

 研修員受入 14名  

 相手国側：  

 C/P配置 43名 機材購入  

 土地・施設提供  ローカルコスト負担 17百万バーツ 

 その他    

 

2. 評価調査団の概要 

団長・総括 ： 十郎 正義 (独)国際協力機構経済開発部調査役 
技術評価 ： 松岡 甫篁 (株)松岡技術研究所代表取締役（国内委

員） 

評価管理 ： 吉村 悦治 (独)国際協力機構経済開発部中小企業ﾁｰ

ﾑ職員 

調査者 

評価分析 ： 昌谷 泉 (株)ｸﾛｰﾊﾞﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ二十一ｼﾞｬﾊﾟﾝ ｼﾆｱ･ｺﾝ

ｻﾙﾀﾝﾄ 

調査期間 2004年 6月 2日～2004年 6月 18日 評価種類：終了時評価 

   

3. 評価結果の概要 

3-1 実績の確認 

3-1-1 投入の実績 

(1) 日本側投入 
 9 名の長期専門家と 27 名の短期専門家が派遣され、計 14 名の C/P に対して本邦研

修が行われた。44アイテムの機材が日本側から供与され、1999年度から 2003年度ま
での経費負担は総額 823百万円である。 

 



 

(2) タイ側投入 
 プロジェクトへの予算費消は 2000 年度から 2004 年度までの 5 年間で約 17 百万バ

ーツに達している。これとは別に DTECからの同じ 5年間予算費消は約 3百万バーツ
である。SIC 施設を建設するとともに 21 アイテムの機材を準備した。またプロジェ
クトのために Administrative C/P及び Technical C/Pを配置した。 

 

3-1-2 成果の実績 

(1) プロジェクト実施体制は十分に強化された。 
 タイ側による適切な C/P の配置と予算配分・執行を行うと共に、必要に応じて関係

Directorとの会合が開催された。また積極的な広報活動がなされた。 

(2) 必要な機材が供与・設置され、適切に操作・管理がなされた。 
 必要な施設・機材が供与された。日本側供与機材のほとんどは適切に操作・管理さ

れているが、タイ側提供機材には定期的に使用されていないもの、老朽化し保守され

ていないものがある。 

(3) 設計、加工、組立・試打の各分野で C/Pの技術力が向上した。 
 C/P の知識と技術については概ね満足できるものである。プロジェクトにより生産

されたターゲット金型の数は計画に従って増加している。マニュアル・テキスト・研

修教材等が開発されており C/Pの技能向上を示唆している。 

(4) 研修コース・セミナーが体系的に実施されるようになった。 
 31 の技術研修コースが開発され 413 人が参加しており、研修コースの数は増加し

ている。また 4回のセミナーが開催された。 

(5) アドバイザリーサービス・技術提供サービスが体系的に実施されるようになった。 
 技術情報提供サービスの件数は増えている。技術情報提供サービス及びアドバイザ

リーサービスは C/P に対する OJT と位置づけられた。またアドバイザリーサービス
の実施記録はデータとして蓄積されている。 

(6) プロトタイピングサービスが体系的に実施されるようになった。 
 2003 年末までに 156 社に対して加工サービスがなされた。サービス件数は中間評

価以降増加している。 

 

3-1-3 プロジェクト目標の達成度 
顧客はサービスに対してほとんど満足している。サービスの数は十分に多く、年々増加

している。研修コースに参加した研修生は概ねコースの内容に満足している。また、対外

的技術支援サービス（アドバイザリーサービス・技術提供サービス・プロトタイピングサ

ービス）の体系的な実施については件数の増加に併せて組織的定着がなされた。 

 

3-1-4 上位目標の実績の達成度 
タイ地場金型企業の技術水準は概して向上しているという点から、上位目標を達する途

上にある。産業全体で組立産業に対し高度技術金型製品の供給を急増させる程度までには

いたってはいない。現時点では、本プロジェクトと輸入代替進展との直接的な関連性は確

認できていない。 

 



 

3-2 評価結果の要約 

(1) 妥当性 
 本プロジェクトはタイ政府の政策及び民間のニーズに基づくものであり、また日本

政府の ODA政策にも合致していることが改めて確認された。 
上位目標については、第 9 次国家開発計画と整合性を維持していて、また工業省に

おいても金型産業振興政策は高い優先順位を保っている。なお 2004年から 2009年の
5年計画で、“金型産業振興プロジェクト”の実施がタイ側において検討中である。 
日本からの当該分野での協力は、タイ以外のフィリピン等においても JICA プロジ

ェクトを実施済みであり、また JICA のみならず、JETRO や JODC なども互いの連携
を図りながら、タイ国内の民間企業への金型技術（設計から試打ちまで）を移転する

ために互いに補完的（研修の期間や指導体制の差別化により）な役割を果たしながら

その成果を上げていて、日本の技術協力の優位性が検証された。 

(2) 有効性 
 プロジェクト目標は前述のとおりほぼ満足できるレベルであって、プロジェクト活

動から得られた成果はプロジェクト目標を達成するために効果的に寄与している。中

間評価以降の見直しにより、研修コースの実施がプロジェクトの主要な活動に位置づ

けられ、準備中のものも含めて、17 コースの研修コースを立ち上げた。プロジェク
ト活動中は、C/P の他部署への異動も 1 名を除いてほとんど回避され、また教材、各
種マニュアルなどの製作や、技術サービスを効果的に民間企業に周知提供するための

プロジェクト広報も効果的に実施されたことが検証された。 

(3) 効率性 
 当プロジェクトに投入された長期専門家、短期専門家はそのタイミング、期間、能

力の面でほぼ望ましいレベルであったが、短期専門家の派遣期間については、C/P へ
の技術移転の効果を上げるためには不足の感が C/P からの聞き取り調査で伺えた。ま
た、民間のニーズが強い 3D 金型設計の長期専門家については、その技術移転の成果
をニーズに早期に生かすためには、プロジェクト開始早々に派遣されるべきであった

ことが、専門家や BSIDからの各種ヒアリングや質問調査を通じて今回検証された。 
一方、タイ側 C/P は当プロジェクトの前身の金属加工機械工業開発研究所プロジェ
クト協力に参加した技術集団であり、技術移転を効率的に進める上でもプラスの要因

となった事が確認された。 
その他、日本側から供与された機器は、適正に管理されている。 
合同調整委員会の会議は定期的に開催され、関係者との連携を確認する場として有

効に活用されていることが確認された。 

(4) インパクト 
 今回の評価調査で数社の企業訪問などを通じて確認されたことは、BSID が実施す

る研修コースに参加した企業は、それぞれに目的に違いはあるが、社員教育の場とし

ての利用や新規設備を導入するために参考となる技術情報を得るために社長自ら研修

コースに参加するなどしている。これらの企業の中には、自動車部品や電気電子製品

の成型を営む会社や、日用雑貨の金型からより高度な製品の金型に転換しようとする

会社などが研修に参加している事実からも、プロジェクトを通じて民間セクターへの

プラスのインパクトが発現していることが、少なからず検証された。上位目標達成度

については、前述 3-1-4に記載のとおり。 

 



 

(5) 自立発展性 
 ① 技術的側面：これまでの技術協力でタイ側 C/P が習得した技術及び知識は BSID

が今後研修コースを現状のレベルで運営していく事には特に支障はないが、自

立発展性という観点からは、金型設計・加工技術における経験数の積み上げに

よって蓄積する以外方法がないため、今後、より一層の BSID 自身の努力（金型
設計・加工数の蓄積）が求められる。特に、C/P のこれまでの経験で習得した技
術レベルでは民間企業からの技術相談に的確に応じられるには、未だ経験が少

ないと思料される。 
 ② 組織財務的側面：BSID は、工業省が提唱している“金型産業振興プロジェク

ト”の一員として参加することが予定されていて、BSID 全体としてはタイ国の
金型産業振興のために、その機能を維持し強化されることが見込まれる。 

 ③ 政策的側面：タイ工業省は上記の“金型産業振興プロジェクト”を提唱してい
て、当プロジェクトの上位目標及びプロジェクト目標は引き続きタイ政府の政

策に沿って実施される見込みである。 

 

3-3 効果発現に貢献した要因 

(1) 計画内容に関すること 
 3-2(2)有効性に記載のとおり、中間評価以降の見直しにより、企業向け研修コースの

実施が主要プロジェクト活動として改めて位置付けられ、企業への裨益効果を増大さ

せた。 

(2) 実施プロセスに関すること 
 モニタリングはタイ側及び日本側の共同作業により、計画通り適切に実施され、6

ヶ月ごとにモニタリングレポートが作成された。必要に応じて実施した会議を通し

て、専門家と C/P のコミュニケーションは頻繁かつ実用的なものとなり、プロジェク
ト活動上の諸問題解決のための具体的な対応が可能となった。 
機材の取り扱い、勤務時間の厳守、品質管理全般の向上等、技術 C/P の意識が改善
されるとともに、勤務態度も改善された。 
知識・技術の重要性の背景・理由を説明するという包括的な技術移転の実施がより

深い技術の理解をもたらした。 

  

3-4 問題点及び問題を惹起した要因 

(1) 計画内容に関すること 
 特記事項なし。 

(2) 実施プロセスに関すること 
 専門家及び C/P 双方の語学力不足によるコミュニケーションの問題は、技術面にお

ける詳細な理解を妨げることが時としてあった。そのため必要に応じて、通訳を傭上

した。 

 



 

3-5 結論 
当初計画されたプロジェクト活動は計画に沿って、適正に実施されたことが検証され

た。特に、プロジェクト実施部門の体制が予算面、人事面、組織面で強化されて、プロ

ジェクト実施に必要な資機材が整備され適正に運営管理されている。 
技術的側面では、C/P は金型設計、金型加工、金型組立および試打ちの各部門におい

て技術力の向上が見られた。民間企業に対する技術研修コースの運営や技術情報サービ

ス・技術指導サービスも体系的に実施されつつある。プロトタイピングサービスについ

ては、一貫金型製作ということでは民間からの発注が得られなかったが、金型の一部部

品の加工発注があり、プロジェクト期間中の C/P への技術移転ために活用されたこと
が、専門家や BSIDの C/Pからの聴き取り調査で明らかになった。 
プロジェクト目標の“タイプラスティック金型産業界に対し適正な技術サービスを提

供できるまで BSID の技術力が向上する”に関しては、これまで中間評価以降強化され
た技術研修コースなどを通じて技術サービスを受けた企業からのヒアリングや質問表調

査の結果から判断して、ほぼ満足できる程度に達成できていることが検証された。 

 

3-6 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 
 ① BSID は、現在工業省が提唱している“金型産業振興プロジェクト”において、

金型技術の研修やその他の技術サービスを提供している他の関係機関との連携

を図るために、調整役としての機能を強化することが必要である。 
 ② BSID は、日々変化する民間企業のニーズに実務的に応えられるように、現在プ

ロジェクトにおいて実施している、研修コースやその他の技術サービスの見直

しや工夫を実施するためのニーズ調査を定期的に実施することが必要である。 
 ③ BSID は、現在プロジェクトにおいて実施している、研修コースや技術サービス

を受けた企業に関するデータベースを構築して、良質で効果的なサービスを機

能的に提供できるようにすることが必要である。 
 ④ BSID は、民間企業のニーズに柔軟に応えられるようにするためには、現在プロ

ジェクトにおいて実施している、技術研修コースの研修講師として、今後外部

リソースを採用することも検討することが必要である。 
 ⑤ BSID は、民間企業と協力して、研修コースの共同開催や研修設備の共同利用を

企画することの可能性を検討することが必要である。 
 ⑥ BSID は、将来にわたって民間企業にとって必要な存在であるためには、継続的

に研修用機材の改良、研修コースの定期的見直しと評価及び研修講師の能力向

上が必要である。 
 ⑦ BSID は、組織内部における技術者の研修養成を体系的に実施することが必要で

ある。特に、プロジェクトを通じて技術移転された各技術者間での互いの技術

を教えあうことが重要な課題である。 
 ⑧ BSIDは、機器に関する保守管理システムを再度見直すことが必要である。 

 



 

 
3-7 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実

施、運営管理に参考となる事柄） 
プロジェクト目標を設定する場合に、ターゲットグループ（ダイレクトターゲットでは

なくて最終ターゲット）および、プロジェクトを通じて移転される適正な技術レベルを定

義づけすることが重要である。そのために、プロジェクトの協力開始前にターゲットグル

ープに関する詳細なニーズ調査を実施することで、プロジェクト目標や上位目標の内容を

正確に関係者に周知することが重要である。 
 

 

3-8 フォローアップ状況 
タイ側から、CAD/CAM 分野の技術移転に関し、新規ソフトをタイ側の予算で近く導入

予定でそれに伴う技術習得に不安が残る可能性があるとの見解を示された。そのため、プ

ロジェクトの延長を JICA に要請したいとの意向が示されたのに対し、調査団と協議の結
果、本件プロジェクト協力は 5 年間の協力で枠組みを決めて技術協力を進めてきて、今回
の評価調査の結果、ほぼ満足できるレベルで技術移転は進捗して、10 月の末をもって終了
することを改めて双方で確認した。今後タイ政府が検討している国家プロジェクトである

「金型産業振興プロジェクト」において BSID が中核的役割を果たす上で何が必要とさ
れ、新規プロジェクトで BSID が貢献するには、どのような技術が欠けているのかをじっ
くりと見極めてから、日タイ双方で必要な対応を検討することが望ましいと判断される。 

 

 

 



 

第 1章 評価調査の概要 

1-1 終了時評価調査団派遣の経緯 

第 5 次経済社会開発 5 ヶ年計画（1981～1986）の一環として金属加工機械産業分野の中

小企業の育成を目指していたタイ側の要請に基づき、日本政府は、無償資金協力により金

属加工機械工業開発研究所（MIDI）を建設、整備すると共に 1986年 10月より 5年間、同

施設を利用して鋳造、熱処理、材料試験、機械加工、機械設計、測定を主な協力分野とす

るプロジェクト方式技術協力を実施して、MIDI が中小企業を対象に技術指導を実施する

ための基礎的な機能を技術移転した。 

その後、タイ国の裾野産業の輸入依存体質を改善するために、自動車産業及び電気・電

子産業を対象に、1993 年より開発調査「工業分野振興開発計画（裾野産業）」が実施され

た。 

かかる経緯をも踏まえ、タイ国政府は、同調査にて作成されたマスタープラン（M/P）

に基づき、上述の MIDI を裾野産業開発部（BSID）として改編することとし、先般のプロ

技協により MIDI に付与された基礎的な機能を拡充し、金型分野の地場の裾野産業を育成

して国際競争力を強化したいとして、1996 年 9 月、プロジェクト方式技術協力を要請して

きた。 

これを受け我が方は、1998年 3月に事前調査、同年 8月に第一次短期調査、1999年 3月

に第二次短期調査を実施し、プロジェクトの基本計画及び投入計画などの詳細について協

議を行った。1999 年 7 月には実施協議調査団を派遣し、日本・タイ双方の責任分担や具体

的技術移転分野などについて最終的に合意した結果を討議議事録（R/D）及び協議議事録

（ミニッツ）に取りまとめたうえ、署名・交換を行った。 

上述の経緯を経て、本プロジェクトは、金型設計、加工、磨き・組立・試打の各分野に

係る技術をタイ側 C/P に移転し、その後、C/P が移転された技術を生かした質の高い技術

サービスを民間金型企業に提供することにより、タイにおける金型分野の裾野産業育成に

貢献することを目的として、1999年 11月から 5年間の協力を開始した。 

2001 年 1 月に第 1 回運営指導調査団、2002 年 6 月には第 2 回運営指導調査団（中間評

価）をそれぞれ派遣し、技術移転進捗状況の確認、対象企業に対する各種技術サービスの

現状と課題の検討、タイ側の運営体制に対する助言・改善提案等を実施した。 

 

1-2 終了時評価調査団派遣の目的 

2004 年 10 月で協力期間（1999.11.01～2004.10.31）が残り 4 か月となることから、以下

の 2項目の調査を目的として、終了時評価調査団が派遣された。 

(1) 技術協力の進捗状況および目標の達成状況を確認した上で、評価 5 項目に基づき、

プロジェクト終了時評価を実施する。 
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(2) 協力を予定通り終了することの可否の検討を行う。 

 

1-3 主要調査項目 

(1) 終了時評価の実施 

① 技術協力の進捗状況および目標の達成状況の確認 

② 評価 5項目に基づき、プロジェクト終了時評価を実施 

 

(2) 協力を予定通り終了することの可否の検討 

① 日本側調査団とタイ側評価チームとの協議 

 

1-4 調査団構成 

1. 十郎 正義：団長･総括 

独立行政法人国際協力機構 経済開発部 調査役 

 

2. 松岡 甫篁：技術評価 

㈱松岡技術研究所 代表取締役（本件プロジェクト国内委員） 

 

3. 吉村 悦治：評価管理 

独立行政法人国際協力機構 経済開発部 第一グループ 中小企業チーム 職員 

 

4. 昌谷 泉：評価分析 

㈱グローバル・グループ二十一ジャパン シニア・コンサルタント 
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日順 月日 曜日

技術評価（松岡）
団長（十郎）

評価管理（吉村）
評価分析（コンサルタント：昌谷）

1 2004/6/2 水
(祝日)成田発（JL717）11:00
バンコク着15:30

2 2004/6/3 木
10：00 DIP-BSIDとの協議
13：30 BSID（C/P)へのインタビュー

3 2004/6/4 金
 9：00 JETRO/JODCへのインタビュー
14：00 TDIAへのインタビュー
15：00 TPIAへのインタビュー

4 2004/6/5 土
アンケート、インタビュー結果分析、評価グリッドド
ラフト作成・記入

5 2004/6/6 日 同上

6 2004/6/7 月
成田発（JL717）11:00
バンコク着15:30

10：30　企業調査（NIPPO）
14：00　企業調査（Thai STANLEY)

14：00　BSIDとの協議 13：30　企業調査（A.K.P. Technology)

8 2004/6/9 水
 9：30　タイ側評価チームとの協議
13：00　専門家へのインタビュー

 8：00　BSIDへのインタビュー
11：00　企業調査（APEX)
16：00　企業調査（Mold Master)

成田発（JL717）11:00　バンコク着15:30 13：00　DIP副局長との協議
 9：30　企業調査（Micro Tech.)
13：30　TGIへのインタビュー

10 2004/6/11 金

 9：00　職業訓練校視察
  (Bangplee  Samutprakarn Institute)
10：30　企業調査（T.Krunｇthai)
14：30　企業調査（Krunｇthai Plastpac)

11 2004/6/12 土

12 2004/6/13 日

13 2004/6/14 月

14 2004/6/15 火

15 2004/6/16 水

16 2004/6/17 木

17 2004/6/18 金

18 2004/6/19 土

調査結果整理分析、団内打ち合わせ、JER、M/Mドラフト作成

終日：BSIDとの協議

9：00　JICA事務所報告、14：00　国家計量プロジェクト視察
22：45　松岡団員バンコク発（JL704)

バンコク発08:35(JL708)　→　成田着16:35

調査結果整理分析、団内打ち合わせ、JER、M/Mドラフト作成

終日：BSIDとの協議

13：30　タイ側評価チームとの協議

13：30　DIP局長への表敬及びBSIDとの協議

13：30　合同調整委員会（JCC）、JER、M/M署名
18：00　調査団主催レセプション

1-5 終了時評価調査団日程 

タイ金型技術向上計画プロジェクト終了時評価調査　調査日程

10：00　JICA事務所訪問打合せ

日　程

2004/6/8 火7

9
18：30　DIP-BSID主催レセプション

2004/6/10 木
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第 2章 評価の方法 

2-1 評価設問の設定 

2002 年 6 月の中間評価において技術移転の課題、対象企業に対する各種サービスの課題、

及びタイ側の運営体制に関する課題が指摘され、助言・改善提案が行われた。本終了時評

価においては、この課題がどの程度改善されたかも含め、「JICA 事業評価ガイドライン」

に基づいて、技術協力の進捗状況及び目標の達成状況を確認・評価した。 

 

2-2 情報の収集・整理方法 

協力の実績、実施プロセスの確認にあたっては、文献資料、職業訓練校（Bangle 

Samutprakarn Institute）や民間企業の生産現場の直接視察、アンケート調査、インタビュー

調査といった多面的な情報源を活用した。アンケート調査、インタビュー調査については、

実施機関である BSID のほか、日本人専門家チーム（タイ金型技術向上計画）、関係工業

団体の TDIA と TPIA、関係機関の TGI を対象に行い、ステークホルダーの多角的な意見

が評価に反映されるよう留意した。 

また、入手した情報は評価グリッド（別添資料 2）を用いて体系的に整理した。 

 

2-3 5項目評価 

収集した情報に基づき、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展

性）の観点からプロジェクト評価を行った。 

 

2-4 結論、提言、教訓の導出 

評価結果を基に、結論、今後のプロジェクト活動に対する提言、類似の技術協力プロジ

ェクトの企画・実施にかかわる教訓を導き出した。 

 

2-5 タイ側との共同作業 

上記 2-2 から 2-4 の作業はタイ側評価チームと合同で行った。特に、実績の確認を受け

た 5項目評価、提言・教訓の導出にあたり、先方評価チームの積極的参画を得た。 
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第 3章 プロジェクトの実績 

3-1 投入実績・アウトプットの実績 

3-1-1 投入の実績 

(1) 日本側投入 

専門家については 9名の長期専門家と 27名の短期専門家が派遣された。タイ側からの計

14 名の C/P を受け入れ、研修を行われた。44 アイテムの機材が日本側から供与された。

1999年度から 2003年度までの日本側の経費負担は総額 823百万円に達している。 

 

(2) タイ側投入 

タイ側のプロジェクトへの予算費消は 2000年度から 2004年度までの 5年間で約 17百万

バーツに達している。これとは別に DTEC からの同じ 5 年間予算費消は約 3 百万バーツで

ある。タイ側は SIC 施設を建設するとともに 21 アイテムの機材を準備した。タイ側は

Administrative C/Pとして Project Director、Deputy Project Director、Project Manager、Project 

Coordinators及び Technical Coordinatorsを配置した。また Technical C/Pを、Mold Design、

Mold Processing、Assembling & Trial Shot、Networking、Factory Relationの分野で配置した。 

 

3-1-2 成果の実績 

(1) プロジェクト実施体制は十分に強化された。 

タイ側は C/P の配置と予算配分・執行を適切に行った。また Acting Director あるいは関

連部署の Director との会合が必要に応じて開催された。またパンフレット作成・ウェブサ

イトの構築・展示会への参加・マスメディアを通じた広報など積極的な広報活動がなされ

た。 

 

(2) 必要な機材が供与・設置され、適切に操作・管理がなされた。 

上述したようにタイ側・日本側から施設・必要な機材が供与された。日本側供与機材の

ほとんどは、適切に維持管理され、活用されている。一方、タイ側提供機材の一部は、必

ずしも定期的に使用されておらず、老朽化しているものもある。 

 

(3) 設計、加工、組立・試打の各分野で C/Pの技術力が向上した。 

C/P の知識と技術について、日本人専門家がモニタリング・評価を行い、その結果は概

ね満足できるものである。Pen Tray、Front Case（Alarm Clock）、Front Panel（Personal 

Computer）等、プロジェクトにより生産されたターゲット金型の数は計画に従って増加し
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ている。マニュアル・テキスト・研修教材等がプロジェクトにより開発されており、この

ことは C/Pの技能向上を示唆している。 

 

(4) 研修コース・セミナーが体系的に実施されるようになった。 

プロジェクトにより 31の技術研修コースが開発され 413人が参加した。研修コースの数

は中間評価以降増加している。また、民間企業からの研修生の要望に応えるため、研修コ

ースの構成をモジュールタイプに変更した。また 4 回のセミナー（Executive Seminar）が

開催された。 

 

(5) アドバイザリーサービス・技術提供サービスが体系的に実施されるようになった。 

技術情報提供サービスは 2002 年に 19 社に対して行われ、2003 年には 26 社に行うなど

確実に件数は増えている。中間評価以降、技術情報提供サービス及びアドバイザリーサー

ビスは C/P に対する OJT と位置づけられた。またアドバイザリーサービスの実施記録は今

後のサービス実施のためデータとして蓄積されている。ただしアドバイザリーサービスに

対する企業（顧客）の満足度は「サービスの準備・実施日数・フォローアップが必ずしも

十分ではなかった」など、今後の検討課題としてある。 

 

(6) プロトタイピングサービスが体系的に実施されるようになった。 

2003 年末までに 156 社に対してプロトタイピングサービスによる加工サービスがなされ

た。サービス件数は中間評価以降増加している。 

 

3-2 プロジェクト目標の達成度 

3-2-1 プロジェクト目標の達成度 

技術サービスを受けた顧客はサービスにほとんど満足している。また提供技術サービス

（特に研修コース）の数は十分に多く、年々増加している。このことから BSID の技術力

はタイのプラスティック金型産業に良質なサービスを提供できるように向上されたといえ

る。 

プロジェクトの提供する研修コースに参加した研修生に対する質問票調査結果によると、

研修生は概ねコースの内容に満足している。しかしながら、コースのいくつかは基礎的な

レベルに留まっている。民間企業はより高度な水準の技術サービスも望んでいると指摘さ

れている。 

 

3-2-2 上位目標の実績の達成度 

タイ地場金型企業の技術水準は概して向上しているという点から、「タイのプラスティ

ック金型産業が国際競争力を持ち、タイの組立て産業に高品質の金型を提供できるように
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なる」という上位目標を達する途上にある。産業全体で組立産業に対し高度技術金型製品

の供給を急増させる程度までには至っていない。現時点では、本プロジェクトと輸入代替

進展との直接的な関連性は確認できていない。 

 

3-3 実施プロセスにおける特記事項 

(1) 効果発現に貢献した要因 

適切なモニタリングとコミュニケーションによりプロジェクト活動には特別な困難もな

く実行された。モニタリングはタイ側及び日本側の共同作業により、計画通り適切に実施

された。モニタリングレポートは 6 ヶ月ごとに作成された。会議は必要に応じて適宜実施

したため、専門家と C/P のコミュニケーションは頻繁かつ実用的なものとなった。専門家

と C/Pの間のコミュニケーションは概ね適切であったと両者ともに自己評価している 

機材の取り扱い、勤務時間の厳守、品質管理全般の向上等、技術 C/P の意識が改善され

るとともに、勤務態度が改善された。 

知識・技術そのものだけを移転するのではなく、その知識・技術の重要性の背景・理由

を説明するという包括的な技術移転の実施がより深い技術の理解をもたらした。 

 

(2) 問題点および問題を惹起した要因 

専門家及び C/P 双方の語学力不足によるコミュニケーションの問題は、技術面における

詳細な理解を妨げることが時としてあった。 
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第 4章 調査結果 

4-1 評価結果の概要（5項目評価） 

4-1-1妥当性 

本プロジェクトはタイ政府の政策及び民間のニーズに基づくものであり、また日本政府

の ODA政策にも合致していることが改めて確認された。 

上位目標については、第 9 次国家開発計画と整合性を維持していて、また工業省におい

ても金型産業振興政策は高い優先順位を保っている。2004 年から 2009 年の 5 年計画で、

“金型産業振興プロジェクト”の実施をタイ側で検討中である。 

また、日本からの当該分野での協力は、JICA のみならず、JETRO や JODC なども互い

の連携を図りながら、タイ国内の民間企業への金型技術（設計から試打ちまで）を移転す

るために互いに補完的（研修の期間や指導体制の差別化により）な役割を果たしながらそ

の成果を上げていて、日本の技術協力の優位性が検証された。 

 

4-1-2有効性 

プロジェクト目標は前述のとおりほぼ満足できるレベルであって、プロジェクト活動か

ら得られた成果はプロジェクト目標を達成するために効果的に寄与している。 

中間評価以降の見直しにより、研修コースの実施がプロジェクトの主要な活動に位置づ

けられ、準備中のものも含めて、17 コースの研修コースを立ち上げた。プロジェクト活動

中は、C/P の他部署への異動も 1 名を除いてほとんど回避され、また教材、各種マニュア

ルなどの製作や、技術サービスを効果的に民間企業に周知提供するためのプロジェクト広

報も効果的に実施されたことが検証された。 

 

4-1-3効率性 

当プロジェクトに投入された長期専門家、短期専門家はそのタイミング、期間、能力の

面でほぼ望ましいレベルであったが、短期専門家の派遣期間については、C/P への技術移

転の効果を上げるためには不足の感が C/P からの聞き取り調査で伺えた。また、民間のニ

ーズが強い 3D 金型設計の長期専門家については、その技術移転の成果をニーズに早期に

生かすためには、プロジェクト開始早々に派遣されるべきであったことが、専門家や

BSIDからの各種ヒアリングや質問調査を通じて今回検証された。 

一方、タイ側 C/P は当プロジェクトの前身の金属加工機械工業開発研究所プロジェクト

協力に参加した技術集団であり、技術移転を効率的に進める上でもプラスの要因となった

事が確認された。 
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その他、日本側から供与された機器は、適正に管理されている。一方タイ側から提出さ

れた機器リスト（タイ側が提供する機器）には、すでに廃棄処分の対象になっているにも

拘わらず管理台帳に載っていて、メンテナンスもされていない状態が確認された。 

合同調整委員会の会議は定期的に開催され、関係者との連携を確認する場として有効に

活用されていることが確認された。 

 

4-1-4 インパクト 

今回の評価調査で数社の企業訪問などを通じて確認されたことは、BSIDが実施する研修

コースに参加した企業は、それぞれに目的に違いはあるが、社員教育の場としての利用や

新規設備を導入するために参考となる技術情報を得るために社長自ら研修コースに参加す

るなどしている。これらの企業の中には、自動車部品や電気電子製品の成型を営む会社や、

日用雑貨の金型からより高度な製品の金型に転換しようとする会社などが研修に参加して

いる事実からも、プロジェクトを通じて民間セクターへのプラスのインパクトが発現して

いることが、少なからず検証された。 

 

4-1-5自立発展性 

① 技術的側面： これまでの技術協力でタイ側 C/P が習得した技術及び知識は

BSID が今後研修コースを現状のレベルで運営していくことには

特に支障はないが、自立発展性という観点からは、今後、より一

層の努力が求められる。特に、C/P のこれまでの経験で習得した

技術レベルでは民間企業からの技術相談に的確に応じられるに

は、未だ経験が少ないと思料される。 

② 組織財務的側面： BSID は、工業省が提唱している“金型産業振興プロジェクト”

の一員として参加することが予定されていて、BSID 全体として

はタイ国の金型産業振興のために、その機能を維持し強化される

ことが見込まれる。 

③ 政策的側面： タイ工業省は上記の“金型産業振興プロジェクト”を提唱してい

て、当プロジェクトの上位目標及びプロジェクト目標は引き続き

タイ政府の政策に沿って実施される見込みである。 

 

4-2 総合結論 

上記 5 項目評価の結果、当該プロジェクトは将来の自立発展の観点ではいくつかの課題

は認められるが、一応満足できる程度でプロジェクト目標が達成されていることを確認し

た。 

当初計画されたプロジェクト活動は計画に沿って、適正に実施されたことが検証された。 
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プロジェクト活動を通じて、以下に記すとおりほぼ満足するレベルの成果をあげること

ができた。特に、プロジェクト実施部門の体制が予算面、人事面、組織面で強化されて、

プロジェクト実施に必要な資機材が整備され適正に運営管理されている。 

技術的側面では、C/P は金型設計、金型加工、金型組立および試打ちの各部門において

技術力の向上が見られた。民間企業に対する技術研修コースの運営や技術情報サービス・

技術指導サービスも体系的に実施されつつある。プロトタイピングサービスについては、

一貫金型製作ということでは民間からの発注が得られなかったが、金型の一部部品の加工

発注があり、プロジェクト期間中の C/P への技術移転ために活用されたことが、専門家や

BSIDの C/Pからの聴き取り調査で明らかである。 

プロジェクト目標の“タイプラスティック金型産業界に対し適正な技術サービスを提供

できるまで BSID の技術力が向上する”に関しては、これまで技術研修コースなどを通じ

て技術サービスを受けた企業からのヒアリングや質問表調査の結果から判断して、ほぼ満

足できる程度に達成できていることが検証された。 

しかし、BSIDへの期待度は中小企業の規模などにより多種多様であり、日々進歩する金

型技術とともに業界のニーズが変化している。それぞれの企業が取り組んでいたり、又は

取り組もうとしている金型の種類によっては、現状の BSID の技術レベルでは市場ニーズ

に対応が困難なより高度な技術レベルも期待されている。 

プロジェクトを開始する時の PDM 作成ではプロジェクト目標の金型産業界をひとくく

りで議論されていて、最終ターゲットが絞られていないために、専門家、BSID 関係者さ

らに金型産業団体や JCC メンバーの JETRO 等も含めて、技術移転で目指すところの技術

レベルに対する理解にばらつきがあり、技術移転に取り組む専門家の技術到達目標の設定

にもばらつきがみられた。また、研修コースの参加者への事前の情報提供（コースのレベ

ルや想定される受講生の経験年数など）が明確でないために、研修参加者の技術レベルに

差が出て研修に多少の支障を来たしている例も評価調査を通じて検証された。 
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第 5章 提言と教訓 

5-1 提言 

○ BSID は、現在工業省が提唱している“金型産業振興プロジェクト”において、金型

技術の研修やその他の技術サービスを提供している他の関係機関との連携を図るため

に、調整役としての機能を強化することが必要である。 

○ BSID は、日々変化する民間企業のニーズに実務的に応えられるように、研修コース

やその他の技術サービスの見直しや工夫を実施するためのニーズ調査を定期的に実施

することが必要である。 

○ BSID は、研修コースや技術サービスを受けた企業に関するデータベースを構築し

て、良質で効果的なサービスを機能的に提供できるようにすることが必要である。 

○ BSID は、民間企業のニーズに柔軟に応えられるようにするためには、技術研修コー

スの研修講師として外部リソースの採用を検討することも必要である。 

○ BSID は、民間企業と協力して、研修コースの共同開催や研修設備の共同利用を企画

することの可能性を検討することが必要である。 

○ BSID は、将来にわたって民間企業にとって必要な存在であるためには、継続的に研

修用機材の改良、研修コースの定期的見直しと評価及び研修講師の能力向上が必要で

ある。 

○ BSID は、組織内部における技術者の研修養成を体系的に実施することが必要であ

る。特に、プロジェクトを通じて技術移転された各技術者間での互いの技術を教えあ

うことが重要な課題である。 

○ BSIDは、機器に関する保守管理システムを再度見直すことが必要である。 

 

5-2 教訓 

プロジェクト目標を設定する場合に、ターゲットグループ（ダイレクトターゲットでは

なくて最終ターゲット）および、プロジェクトを通じて移転される適正な技術レベルを定

義づけすることが重要である。そのために、プロジェクトの協力開始前にターゲットグル

ープに関する詳細なニーズ調査を実施することで、プロジェクト目標や上位目標の内容を

正確に関係者に周知することが重要である。 
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別添資料 
 

別添 1： 対処方針・調査結果 

別添 2： 評価グリッド（和文） 

別添 3： 技術報告書 

別添 4： 主要面談者リスト 

別添 5： Minutes of Meeting（ミニッツ） 

別添 6： Joint Evaluation Report (JER：合同評価報告書) 

 

 

 



別添 1 

タイ金型技術向上計画終了時評価調査 対処方針及び調査結果A 

 

調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査結果 
A.実績・実施プロセスに
係る情報 

   

1.実績    
1-1投入    
1-1-1日本側    
1）長期専門家 ・計9名（チーフアドバイザ

ー、業務調整員、CAD/CAM
操作、金型加工、金型組立
試打他） 

・最終実績を確認の上、ミ
ニッツに添付。 

・実際には最終評価報告書
（JER）に添付。 

2）短期専門家 ・計27名 ・同上。 ・同上。 
3）機材供与 ・CAD/CAMネットワークステ

ーション、マシニングセン
タ、放電加工機、細穴加工
機、平面研削盤、射出成形
機他（総額約3億1千万円）

・同上。 ・同上。 

4）研修員受入 ・計14名 ・同上。 ・同上。 
5）調査団派遣 ・事前調査、短期調査、実施

協議、運営指導調査、中間
評価 

・同上。 ・同上。 

6）プロジェクト総経費 ・現在集計中。 ・同上。 ・同上。 
1-1-2タイ側  ・最終実績を確認の上、ミ

ニッツに添付。 
・JERに添付。 

1）カウンターパート ・中間評価時点では、C/P離
職問題は発生していない。
 
 
 
・C/Pへの技術移転は技術協
力計画（TCP）通りに行われ
ており、専門基礎知識の習
得は達成された。ただし、
金型製作の経験が乏しいの
で、実技面の技術力は低い。
 
・C/Pに対する教育・訓練の
進行状況（出席管理含む）
が管理されていない（中間
評価時）。 
 

・C/P離職問題は発生して
いないか確認する（最新
のC/P配置表を更新す
る）。 
 
・中間評価以降、C/Pは金
型製作の実務を積み、当
該技術力が向上したか確
認する。 
 
 
 
・左記管理状況につき確認
する。 

・最新C/P配置表は添付。1
名を除いて他部署への
異動はなし。 
 
 
・内製一貫金型の製作を通
じて、当該技術力の向上
は認められる（ただし、
企業に対してのﾌﾟﾛﾄﾀｲ
ﾋﾟﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽの実績はな
い）。 
 
・専門家交代により、C/P
の出席状況は改善され
たため、出席管理は行っ
ていない。技術移転に関
する進捗状況の管理は
行っている。 
 

2）建物・施設・機材 ・タイ側予算の配分は適切に
行われているが、金型刃具
等の消耗品購入の申請・承
認が円滑でないため、不足
する場合がある。金型治具、
消耗品の不足が原因で、供
与されたNC加工機が十分活
用されていない。 
 
・内製金型試作に必要な金型
部品の発注・納期管理が適
切になされていない（中間
評価時）。 
 

・消耗品及び金型部品の購
入供給が円滑に行われて
いるか確認する。 
 
・現在、NC加工機を始めと
した機材は有効活用され
ているか確認する。 

・機材は現地調達のため、
ｽﾍﾟｱﾊﾟｰﾂの購入に関し
予算も含めて問題ない。
ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰのｿﾌﾄｳｪｱにつ
いてはタイ側では機材
扱いとなるため、予算確
保を1年前に行う必要が
あり、支障を来すことが
ある。 
・日本側供与機材は有効活
用かつ適正管理されて
いる。タイ側供与機材に
は廃棄処分対象のもの
も含まれており、それら
についてはﾒﾝﾃﾅﾝｽは行
われていない。 
 

3）予算措置 ・各年度の予算措置（中間評
価時） 
 
2000年6,985千バーツ（実績）
 2001年3,978千バーツ（実績）
 2002年2,800千バーツ（計画）

・左記の実績と計画（タイ
会計年度）を確認する。 

・JERに実績と計画を添付。



別添 1 

調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査結果 
 2003年3,550千バーツ（計画）
 2004年3,550千バーツ（計画）
 2005年 295千バーツ（計画）
 

1-2活動    
技術移転分野 
1） 金型設計 
2） 金型加工 
3） 金型組立・試打 

・技術移転の分野としては、1）
金型設計、2）金型加工、3）
金型組立・試打の3分野。
これら3分野をベースに下
記各種サービスを行ってい
る。 
 
・C/Pの金型製作の経験数を
上げるため、5タイプのモデ
ル金型に加えて6タイプの
内製金型を設計から仕上げ
まで一貫した工程で試作を
行うことに計画変更した
(中間評価時)。 
 
・中間評価時以降、2次元金
型設計から3次元金型設計
に変更された。3次元
CAD/CAM分野の長期専門家
の追加派遣を行った。 
 

 
 
 
 
 
 
 
・内製金型製作の進捗状況
を確認する。 

 
 
 
 
 
 
 
・実際には計7型の内製一
貫金型の製作を行って
いるが、現時点で4型（設
計から組立・試打）が終
了、残り3型は設計は終
了し、加工を行っている
段階。 

1.技術研修・セミナーの
実施 

・技術研修コースが実施され、
参加者の評価は概ね良好。
2002年度以降、設計、加工、
組立・試打の各分野で年2
回づつ実施することになっ
ている（現状では月平均1
～2回のペースで各種研修
コースを実施、15コース以
上のモジュール方式（各種
短期コースから構成され
る）のコースの開発）。 
 
・本プロジェクトが実施する、
3種の各種サービスの根幹
を成すものとして位置付け
られている。 
 

・研修コース/セミナーは
継続的に実施されている
か、参加者の評価はどう
か確認する（内容は参加
者のニーズを踏まえたも
のか）。 

・現在までに13のﾓｼﾞｭｰﾙﾀ
ｲﾌﾟのコースを開設し、
10末までに4コースを開
設予定。より高い研修内
容を求める声もあるが、
研修参加者の評価は概
ね満足できるもの。 

2.ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰｻｰﾋﾞｽと技
術情報提供の実施 

・2002年5月時点では延べ20
社に対し、専門家とC/Pで
実施。中間評価時点ではｱﾄﾞ
ﾊﾞｲｻﾞﾘｰｻｰﾋﾞｽの実施件数は
少ないので、評価はしてい
ない。本件サービスはC/P
のOJTとしての位置づけ。
 

・中間評価以降、ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞ
ﾘｰｻｰﾋﾞｽの実施件数はど
の程度増加したか、対象
企業の満足度はどの程度
か確認する。 

・ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰｻｰﾋﾞｽは中間評
価以降も継続的に実施
（実績はJERに添付）。
対象企業の満足度は、ｻｰ
ﾋﾞｽに対する準備不足、
時間不足、ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ不足
により、必ずしも高くな
い。 
 

3.試作品製作（ﾌﾟﾛﾄﾀｲﾋﾟﾝ
ｸﾞ）サービスの実施 

・加工分野では民間金型企業
から56件の機械加工を受注
(中間評価時)。 
 
・試作品製作サービスについ
ては、設計から仕上げまで
の一貫した金型製作の経験
が不足しているため、その
受注件数は少ない（中間評
価時）。 
 
・内製一貫金型を新たに6タ
イプ追加して、金型製作の
経験数を向上させる計画と
なっている。本件サービス

・56件の受注数は満足すべ
き件数か、また発注者の満
足度はどうか確認する。

・金型製作技術は向上して
（追加した内製金型の試
作を通じて）、試作品製作
サービスは増加しつつあ
るのか確認する。このサー
ビスに対する、企業のニー
ズはどの程度のものか確
認する。 
 

・金型の一部機械加工によ
るｻｰﾋﾞｽは中間評価以降
増加している（実績は
JERに添付）。 
 
・厳密な意味でのﾌﾟﾛﾄﾀｲﾋﾟ
ﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽは実施されて
おらず、上述の機械加工
が行われている。 
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査結果 
はC/PのOJTとしての位置
づけ。 
 

2.実施プロセス    
2-1 PDM ・中間評価時にPDMを修正変

更した。 
・左記PDMを用いて終了時
評価を行う。 

・左記PDMを用いて終了時
評価を行った。 

2-2 PO等業務管理諸表他 ・現在ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄにて最新版を
作成中。 

・最終年度である2004年
度の年次技術協力計画
（ATCP）、年次活動計画
（APO）、年次暫定実施計
画（ATSI）を確認する。
 

・JERに添付。 

2-3 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄからの報告
体制 

・半年に1回の実施運営総括
表及びモニタリング報告書
（C/Pとの共同作業）の提出
あり。これとは別に月次報
告書の提出があり、関係者
間の情報共有は適切に行わ
れている。 
 

・モニタリング報告書作成
はC/Pとの共同作業であ
るが、その実態を確認す
る。 
 

・モニタリング作業及び報
告書作成については、
C/Pとの共同作業である
ことを確認した。 

2-4 合同調整委員会 ・モニタリング/評価計画書が
中間評価時に再確認された
 
 
・半年に１回の開催。メンバ
ーの変更はあるかどうか。
日タイ間の意見調整を目的
として合同調整委員会・プ
ロジェクト運営会議は定期
的に開催されている。 
 

・モニタリング/評価計画
書のスケジュール（実績
含む）を再確認する。 
 
・形式的ではなく、プロジ
ェクト運営に関し実質的
な協議ができているか確
認する。 
 

・左記再確認した（JERに
添付）。 
 
 
・内容としてはプロジェク
トの活動報告が主とな
るきらいがあるが、その
準備段階で関係者との
情報共有が十分行われ
ている。 

2-5 プロジェクト運営会
議 

・毎週及び毎月開催している。・頻度、メンバーを確認す
る。 
 

・確認した（JERに添付）。

2-6 広報活動 ・これまでに、プロジェクト
パンフレット、ホームペー
ジの他に、テレビやラジオ
のメディア、そして展示会
へのブースの出展を通じ
て、プロジェクトの紹介が
行われている。 
 

・プロジェクトがどの程
度、関連企業等で認知さ
れているか確認する。 

・広報活動は継続的に実施
され（JERに添付）、主と
してﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄによるｻｰ
ﾋﾞｽの供給を受けている
企業における認知度は
高い。 
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タイ金型技術向上計画終了時評価調査 対処方針及び調査結果B 

 

調査項目 評価の留意点 対処方針 調査結果 
B.評価 5 項目に基づく評
価にあたっての論点 

   

1.妥当性    
1-1上位目標の妥当性 ・プロジェクトが対象として

いる企業が、近い将来国際
競争力を持ち、国内組立産
業に高品質の金型を供給す
ることが出来るのかどう
か。 
 

・左につきその可能性を検
証する。 
・組立産業がプロジェクト
対象企業からどの程度、
金型を調達しているか確
認する。 

・現状では、タイ金型製造
企業の技術レベルはあ
る程度、向上したと言え
るが、組立産業が満足す
る技術レベルで金型を
供給している状況では
ない。 
 

1-2 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ目標の妥当
性 

・BSID/プロジェクトが対象企
業に提供する各種サービス
が企業のニーズに合致し、
企業の生産性向上に寄与し
ているか。 

・後述の有効性の項と同
様、BSIDの技術サービス
に対する顧客の満足度
（ニーズとのずれはない
か）を評価・確認する。 
 

・3種のｻｰﾋﾞｽ提供において
は、研修コースの満足度
が最も高い（ただし、研
修レベルをより高いも
のを求める要望があ
る）。 
 

1-3 日本の援助政策との
適合 

・我が国国別援助計画におい
ては、裾野産業育成を含む
中小企業支援を上げてお
り、本件プロジェクトは適
合する。 
 

  

1-4 金型産業振興の妥当
性 

・産業構造調整事業
（Industrial 
Restructuring Plan(IRP) 
において金型を含む部品産
業の育成を重要な国家開発
戦略として位置づけられて
いた。 
 
・工業省は国内金型・鋳造産
業の育成に160億バーツの
予算を割り当てる計画を作
成との情報がある。 
 

・左記IRPの方向性（2002
年以降の継続性）につき、
変更がないかどうか確認
する。 
 
 
 
 
・左記計画につき確認す
る。 

・現在はIndustrial 
Economic Officeが所管
している。 
 
 
 
 
 
・2004年から2009年の5
ヵ年にわたる「金型産業
振興ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ」の要請が
工業省より政府に提出
され、タイの現予算年度
内に閣議決定されると
のこと。本計画において
は、BSIDやTGI、大学な
ど各種関係機関をネッ
トワーク化し、金型産業
に従事する人材育成を
図るものであり総額
16.9億バーツの予算を
計上している。 
 

1-5C/PとしてのBSIDの妥
当性 

・開発調査「工業分野振興開
発計画（裾野産業）」のM/P
に基づき、金属加工機械工
業開発研究所（MIDI）が裾
野産業開発部（BSID）に改
編された（1996年）。 
 

・組織改編後のBSIDの政
府内での位置づけを確
認する。予算・人事面で
の不安はなかったかど
うか確認する。 

・現時点までは、予算面及
び人事面で大きな問題
は生じていない。ただ
し、一時発令されたC/P
の人事異動が現在、日本
側の要望により凍結さ
れているが、プロジェク
ト終了後の動きが不明。
 

1-6 プロジェクトのアプ
ローチの妥当性 

・欧米ドナーによる中小企業
振興の国際的な潮流は制
度・環境作りが主流であり、
本プロジェクトのように、
特定製造技術について専門
家が直接C/Pに丹念に指導
する支援のあり方とは、一
線を画している。 

・日本の金型技術は国際的
に高い比較優位をもつ
が、本プロジェクトのア
プローチにつきタイ側
の評価を確認する。 

・単純な技術/知識のみの移
転ではなく、その背景と
して技術の重要性をも
説明していくというや
り方は、技術移転をより
一層促進しうるものと
して捉えられている。 
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調査項目 評価の留意点 対処方針 調査結果 

2.有効性    
2-1BSID の技術サービス
に対する顧客の満足度

・中間評価においては、ｱﾄﾞﾊﾞ
ｲｻﾞﾘｰｻｰﾋﾞｽの実施件数が少
ないため、評価を行ってい
ない。研修・セミナーは実
施しているが、その評価は
どうか。また試作品製作サ
ービスの受注件数は少な
い。BSIDが実施している各
種サービスは、プラスティ
ック金型産業のニーズに合
致しているかどうか。 

・左記各種サービスに対す
る関係企業等の評価/満足
度を確認する（プロジェク
トにおいて対象企業の満
足度に係るアンケート調
査などは、随時行っている
か）。 
 
・左記ニーズ（民間企業が
BSIDに求めるものと、現
行サービスにずれがない
か）を確認する。 
 

・ﾌﾟﾛﾄﾀｲﾋﾟﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽは実際
には行っておらず、部品
加工のみ実施。ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞ
ﾘｰｻｰﾋﾞｽについては、準
備不足、時間不足、フォ
ローアップ不足等によ
り平均的な満足度に留
まっている。研修は最も
評価が高いが、内容・レ
ベルに関し、より高いも
のを求める要望がある。

2-2BSIDが提供する3種類
のサービスの実施状況
について 

・中間評価時は上記のような
状況であったが、現状はど
うか。 

1)研修・セミナーの内容、
頻度、対象企業が適切で
あるかどうか確認する。 

2)ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰｻｰﾋﾞｽ・技術情
報提供の対象企業、内容、
頻度は適切であるか確認
する。 
3)試作品製作サービスの
内容、頻度は適切である
か確認する。 
 

・各種サービスの実績は
JERに添付。実施状況に
ついては上述の通り。 

2-3民間業界団体、他の研
究機関等との関係 

・JCCメンバーであるタイ金
型工業会（Thai Tool & Die 
Industry Association; 
TDIA）と連携して、民間企
業に対し種々の研修/セミ
ナーを実施。他方、同じく
JCCメンバーのプラスチッ
ク工業会との連携体制は構
築されていない。 
 
・大学（ﾁｭﾗﾛﾝｺﾝ､ﾀﾏｻｰﾄ､ｷﾝｸﾞ･
ﾓﾝｸｯﾄ工科大学等）との連携
はどうか。 
 
・職業訓練校との連携はどう
か。 
 
・ﾀｲ-ﾄﾞｲﾂ-ｲﾝｽﾃｨﾃｭｰﾄ(TGI)に
おける金型研修コースの実
施（独立採算制をとるため
大企業向けの長期研修コー
スがメイン）。 
 
・TDIAが中心となって、BSID
を含む各技術支援センタ
ー、大学、民間企業等がネ
ットワークを組む
「National Die & Mold 
Institute」を設立する構想
がある。 
 

・左記関連団体/機関との
連携状況を確認する。 
→プロジェクト終了後の自
立発展性の観点から、近
い将来的にこれら諸機関
との連携の可能性はある
のか確認する。 
 
 
 
・ TGIは比較的高い料金を
設定した長期研修コー
スを中心に実施してお
り、本プロジェクトは中
小零細企業をもターゲ
ットとした低料金短期
コースを実施すること
になっているが、そのデ
マケを再確認する。 
 
 
 
 
・左記構想の現状を確認す
る（これもプロジェクト
終了後の自立発展性に関
係してくる）。 

・BSIDはTDIA等の業界団
体、大学、職業訓練校な
どと連携協力関係には
ある。将来的な連携関係
の構築・強化に関して
は、前述「金型産業振興
プロジェクト」（項番
1-4）が、どの程度実効
性のあるものとして実
施されるかによる。 
 
・TGIとは住み分けが出来
ていると考えられるが、
TGIを含む各種機関との
サービスのデマケにつ
いては、今後プロジェク
トでマトリックスを作
成し、サービスの明確
化・差別化を強化する予
定。 
 
 
 
・左記構想については、前
述（項番1-4）の通り。

3.効率性    
3-1日本側の投入 ・実績値については、A.実績

の項参照。 
・専門家の人数、専門性、派
遣期間、時期 
・機材の種類、数、設置時期
・研修員受入の人数、研修内
容、研修期間、時期 
・現地業務費の使途 
 

・左記の効率性を確認。 
 

・各投入に関しては特段の
問題は指摘されなかっ
た。ただし、短期専門家
の派遣期間は、必ずしも
十分ではなかった点、指
摘があった。また、3D金
型設計の長期専門家に
ついては、ニーズに対応
するため、初期の段階か
らの派遣が望ましかっ
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調査項目 評価の留意点 対処方針 調査結果 
た点、検証された。 
 

3-2タイ側の投入 ・実績値についてはA.実績の
項参照。 
・C/Pの人数、能力 
・建物/施設/機材 
・ローカルコスト負担 
 

・左記の効率性を確認。 ・後述するが（項番3-3）、
機材のメンテナンス以
外は特に問題なし。 

3-3機材の活用、現地調達
体制 

・機材は有効利用されている
か。 
・保守管理の体制はどうか。
・供与機材のアフターサービ
ス、スペアパーツの現地調
達体制はどうか。 
 

・左記各項を確認する。 ・機材は概ね有効利用され
ているが、タイ側供与機
材は一部廃棄対象のも
のも含まれている。 
・タイ側にメンテナンスに
対する意識が低く、その
実施体制は構築されて
いない。プロジェクト終
了までにメインテナン
ス実施体制（機材保守管
理マニュアルの作成含
む）を整えるように、指
導提言した。 
 

3-4BSIDが提供する3種類
のサービスについて 

・上記有効性の項と同様。 
 

 ・上記有効性の項と同様。
 

4.インパクト ・中間評価時ではインパクト
評価は行っていない。 
 

  

4-1 上位目標達成度確認
のための指標 

・BSIDのサービスを通じて対
象企業の生産性（製品品質
含む）が向上したか。 
・対象企業の製品が、どのく
らい組立産業に納品された
（実際には一次下請けの部
品産業への納品）か。 
 

・定量的に数値を確認でき
れば確認する（生産性向
上、納品数の増加）。 

・定量的なデータの把握は
困難であるが、対象企業
の技術レベルの向上は
認められた。 

4-2データの供給 ・実施協議調査時では、プラ
スティック金型の輸出入額
のデータは入手可能。その
他必要なベースラインデー
タについては、プロジェク
ト開始後に収集予定となっ
ていた。 
 
 

・左記ベースラインデータ
は収集整理されている
のか確認する。 
 

・ベースラインデータの収
集については、行われて
いない点、確認した。 

4-3その他 ・BSIDの受注生産による民業
圧迫など、ネガティブ・イ
ンパクトはないか。 

・評価グリッドのインパク
トの項参照（環境及び社
会的インパクト含む）。
 

・特にネガティブ・インパ
クトはない点、確認し
た。 

5.自立発展性    
5-1人材育成 ・中間評価時点では目立った

C/Pの離職問題は発生して
いない。 
 
・エコートレーニング（C/P
からC/Pへの技術移転）の
自立発展のための必要性に
つき、実施協議時に言及さ
れている。 

・中間評価以降の状況はど
うか、プロジェクト終了
後のC/Pの異動はあるの
か確認する。 
・今後とも優秀な人材が確
保がなされるかどうか、
人材育成計画を確認す
る。 
・エコートレーニングの現
状はどうか確認する。 
 

・C/Pの異動については1
名を除いて発生してい
ない。プロジェクト終了
後の異動については不
明。 
 
・エコートレーニングにつ
いては現状実施してい
るが詳細は不明。 

5-2政策環境の安定性 ・B-1の妥当性の項参照。 
 

・同左 ・同左。 

5-3 協力終了後のプロジ
ェクト活動の見通し 

・プロジェクト終了後の要望
（現時点では日本側プロジ
ェクトからのもの）として、
「３DCADを用いた
Knowledgeデータベース構

・タイ側（工業省）の意向
が正式に確認されていな
いので、まずタイ側の意向
を確認する必要がある。
・本件要請は本件プロジェ

・最終的にタイ側から正式
な要請は提出されず、今
後新規要請として提出
されるのであれば、JICA
事務所を通じるように
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調査項目 評価の留意点 対処方針 調査結果 
築方法及び設計ルールの策
定方法をC/Pに技術移転す
る」ために３D設計専門家の
1年延長と、加工専門家の短
期派遣の要望が上がってい
る。 

クトの終了時評価調査と
切り離して検討するもの
とし、今回調査時には要請
の背景（ニーズ調査がなさ
れているのかどうかを含
め）を確認するに留め、持
帰り事項とする。 
 

と申し入れた。 
 
・タイ側の構想「金型産業
振興ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ」の中で
BSIDプロジェクトがど
のように位置づけられ
るかによって、自立発展
性が大きく左右される。
 

5-4BSID の組織体制の継
続性 

・BSID自体はMIDIからの組
織改編で設立されたが、こ
の組織体制は維持されるの
か。 
 

・組織体制の方向性につ
き、タイ側の方針を確認
する。 

・現時点で、組織体制の変
更は予定されていない。

5-5財政的自立発展性 ・BSIDの予算措置自体は大き
な問題はなく、配分されて
いる。自己収入に関しては、
法制度上、全てを国庫に返
納することが義務づけられ
ている。 
 

・各種サービスによる自己
収入が今後どの程度維
持・拡大できるかが、財
政的自立発展性の鍵とな
るので、確認する。 
 

・自己収入分は原則国庫戻
入であり、プロジェクト
期間中の自己収入額は
JERに添付。 
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評価グリッド：タイ王国金型技術向上プロジェクト 
 
プロジェクト実績及び実施プロセス 

評価項目 必要データ・情報 情報源 データ収集方法 調査結果 
（+：プラス要因、-：マイナス要因、*：中立要因など） 

A. 上位目標達成度     

A-1. タイのプラスティック金型産
業が国際競争力を持ち、タイの組立

て産業に高品質の金型を提供できる

ようになる（見込み） 

• BSID のサービスを受けているタ
イのプラスティック金型産業の

技術レベル 
• 上記企業の組立て産業への金型
提供の状況 

• BSID 
• 専門家 
• 民間企業 
• 業界団体 

• 資料レビュー 
• インタビュー 
• 質問票調査  

*過去 2、3年間、タイ金型製品の輸入代替は進んでいるようにみられ
る。輸入はやや減少している。一方、国内生産については統計が無

いものの、自動車産業を中心に金型需要は急増していることから、

増加しているものと推定できる。 
*しかしながら、この輸入代替の進展は、外国金型企業の生産拠点の
タイへの移転によるものか、あるいはタイ地場企業の技術向上によ

るものかは正確には把握できない。さらに、現時点では、本プロジ

ェクトと上記輸入代替進展との関連は見つからない。 
*民間からの指摘によると、タイ地場金型企業の技術水準は概して向
上しているものの、産業全体で組立産業に対し高度技術金型製品の

供給を急増させる程度にはいたってはいない。 
B. プロジェクト目標達成度     

B-1. BSID の技術力がタイのプラス
ティック金型産業に良質なサービス

を提供できるように向上される 

• タイプラスティック金型企業の
BSID技術サービス満足度 

• 技術サービス数、増加顧客数、リ
ピーター顧客数  

• BSID 
• 専門家 
• 民間企業 
 

• インタビュー 
• 質問票調査 
• 資料レビュー  

+プロジェクトの提供する研修コースに参加した研修生に対する質
問票調査結果によると、研修生は概ねコースの内容に満足している

（Annex 31）。しかしながら、コースのいくつかは基礎的なレベル
に留まっている。 

+提供技術サービス（特に研修コース）の数は十分に多く、年々増加
している（Annex 28、29、30）。 

-民間企業はより高度な水準の技術サービスも望んでいると指摘され
る。  

*金型設計の計画は、中間評価後に、民間のニーズに応えるため２次
元ベースから 3次元ベースへと変更された。 

C. 成果達成度     

C-0. プロジェクト実施体制が強化
される 

• C/P配置 
• 予算割当て 
• JCCと運営委員会の開催頻度 
• プロジェクト広報 

• DIP, BSID 
• 専門家 
 

• 資料レビュー  
• インタビュー 
 

+ C/P配置及び予算配分は、それぞれ Annex 20と Annex 3に示した
通りである。適正な実施体制が窺われる。 

+合同調整委員会は計画通り 6ヶ月ごとに開催され、終了時評価開始
時点で 8回を数えた（Annex 21）。 

*週例会議は計画通りに毎週開かれることはなかった。しかしながら
Acting Directorもしくは関連部署のDirectorとのインフォーマルな
会合が、必要に応じて適宜持たれた。 

+プロジェクトの広報活動は Annex 22に示した通り実施され、実施
体制の強化をもたらした。広報活動には、パンフレット作成、ウェ

ブサイトの構築、展示会への参加、マスメディアを通じた広報を含

む。 
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C-1. 必要な機材が供与・設置され、
適切に捜査・管理がなされる 

• 機材リスト 
• 機材の状態 
• 維持管理記録 

• BSID 
• 専門家 

• 資料レビュー  
• インタビュー 

*日本側及びタイ側による提供機材のリストは、それぞれ Annex 7と
Annex 8に示した。 

+日本側供与機材のほとんどは、適切に維持管理され、活用されてい
る（Annex 7）。 

-タイ側提供機材の一部は、定期的に使用されていない。いくつかの
機器は老朽化し、保守されていない（Annex 8）。予防管理計画が欠
如していると見られる。 

+BSID の契約により、スペアパーツはタイのサプライヤーより調達
している。業者のリストは Annex 23 に示した。 

-日本側供与機材の一部については、研修目的としては数が十分では
ないと指摘されている。 

C-2. 設計、加工、組立・試打の各分
野でカウンターパートの技術力が向

上する 

• C/Pの知識・技術レベルの上昇度 
• ターゲット金型の達成数 
• マニュアル、テキスト、研修教材
の開発状況 

• BSID 
• 専門家 

• 資料レビュー  
• インタビュー 

+日本人専門家による C/Pの知識と技術のモニタリング・評価結果は
Annex 24の通りである。評価結果は概ね満足できるものである。 

- C/Pの一部には、民間企業のニーズに見合った高度水準の技術を移
転すべきであるとの見解がある。 

+プロジェクトにより生産されたターゲット金型のリストは 
Annex.25に示した。その数は計画に従って増加した。 

+プロジェクトにより開発されたマニュアル、テキスト、研修教材の
リストは、Annex 26と Annex 27に示した。C/Pの技能向上を示唆
するものである。 

C-3. 研修コース・セミナーが体系的
に実施されるようになる 

• 研修コース・セミナーの実施数と
参加者数 

• BSID 
• 専門家 
• 民間企業 

• 資料レビュー  
• インタビュー 
• 質問票調査  
 

+プロジェクトにより開発された技術研修コース、開催されたセミナ
ーのリスト及びその参加者数は Annex.28 に示した。研修コースの
数は中間評価以降増加した。また、民間企業からの研修生の要望に

応えるため、研修コースの構成をモジュールタイプに変更した。 
C-4. アドバイザリーサービス・技術
情報提供サービスが体系的に実施さ

れるようになる 

• アドバイザリーサービス実施数 
• 顧客情報等の関連技術情報デー
タベースの活用度 

• アドバイザリーサービス・技術情
報提供サービスに対する顧客満

足度  

• BSID 
• 専門家 
• 民間企業 

• 資料レビュー  
• インタビュー 
• 質問票調査 

+プロジェクトにより実施された技術情報提供サービス及びアドバ
イザリーサービスのリストは、Annex.29に示した。中間評価以降、
技術情報提供サービス及びアドバイザリーサービスは C/P に対す
る OJTと位置づけられた。 

+アドバイザリーサービスの実施記録は今後のサービス実施のため
データとして蓄積されている。 

-アドバイザリーサービスに対する企業（顧客）の満足度は必ずしも
高くない。サービスの準備、実施日数、フォローアップが十分では

なかった。 
C-5. プロトタイピングサービスが
体系的に実施されるようになる  

• プロトタイピングサービスの実
施増加数 

• プロトタイピングサービスの質
に対する顧客満足度 

 

• BSID 
• 専門家 
• 民間企業 

• 資料レビュー  
• インタビュー 
• 質問票調査 

*プロジェクトにより実施された加工サービスのリストは、Annex.30
に示した。サービス件数は中間評価以降増加している。 
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D. 投入結果     

D-1. 日本側投入 • 長期専門家派遣 
• 短期専門家派遣 
• 日本における C/P研修 
• 機材供与 

• BSID 
• 専門家 

• 資料レビュー  
• インタビュー 

* Annex 5、6、7、9に示した通りである。 

D-2. タイ側投入 • SIC施設 
• C/Pの配置 
• ローカルコスト負担 
• 機材供与 

• BSID 
• 専門家 

• 資料レビュー  
• インタビュー 

* Annex 2、3、4、8、 20に示した通りである。 

E. 実施プロセスの適正度     

E-1. モニター計画及び実績 • 実施状況 • BSID 
• 専門家 

• 資料レビュー  
• インタビュー 

+モニタリングはタイ側及び日本側の共同作業により、計画通り適切
に実施された。モニタリングレポートは 6ヶ月ごとに作成された。 

E-2. 専門家と C/P 間のコミュニケ
ーションの適正度 

• コミュニケーションの実態 • BSID 
• 専門家 

• インタビュー 
• 質問票調査 

+専門家と C/P の間のコミュニケーションは概ね適切であったと両
者ともに自己評価している 

+会議は必要に応じて適宜実施したため、専門家と C/Pのコミュニケ
ーションは頻繁かつ実用的なものとなった。 

-語学力の不足によるコミュニケーションの問題は、技術面における
詳細な理解を妨げることが時としてあった。 

E-3 プロジェクト・オーナーシップ
の確立 

• C/Pの意識、勤務態度の変化 • BSID 
• 専門家 

• インタビュー 
• 質問票調査 

+機材の取り扱い、勤務時間の厳守、品質管理全般の向上等、技術 C/P
の意識、勤務態度が変化し、改善された。 

E-4. 技術移転方法・手法の適正度 • 技術移転の方針 • BSID 
• 専門家 

• インタビュー 
• 質問票調査 

+包括的な技術移転の実施がより深い技術の理解をもたらした。すな
わち、知識・技術そのものだけを移転するのではなく、その知識・

技術の重要性の背景・理由を説明することにより、理解を深めた。  
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評価 5項目：妥当性 
評価項目 必要データ・情報 情報源 データ収集方法 調査結果 

（+：プラス要因、-：マイナス要因、*：中立要因など） 
1. 妥当性     

1-1. 上位目標の政策妥当性 • 産業構造調整事業 
• 工業政策 
• その他の関連政策 

• DIP, BSID • 資料レビュー  
• インタビュー 
• 質問票調査 

+上位目標は第 9 次国家開発計画及びタイ国工業政策と整合する。金
型産業振興は工業省の最優先課題と位置づけられている。金型産業

振興計画（2004-2009）が工業省によって策定された。  
1-2.上位目標の民間ニーズとの整合
性 

• タイのプラスティック金型産業
発展に対する民間ニーズ 

• DIP, BSID 
• 業界団体 
• 民間企業 
• 専門家 
• JETRO 

• インタビュー 
• 質問票調査 

+自動車産業、電機・電子産業はその輸出を増加させており、金型産
業に対する需要は急増している。 

1-3. 日本支援の比較優位性 • 日本のプラスティック金型技術
に対する C/Pの見方 

• 他機関の関連分野活動  

• DIP, BSID 
• 専門家 
• 大学 
• TGI 

• インタビュー 
• 質問票調査 

+ C/Pのほとんどが日本人専門家の技術を高く評価している。 
+JICA、JODC、JETROが、それぞれの役割・機能の優位性を活かし、
日本人専門家を派遣してタイ金型産業に技術協力を実施している。 

1-4. プロジェクト目標の政策妥当性
及び民間ニーズとの整合性 

• BSIDの活動内容 
• BSIDに対する民間の評価 

• DIP, BSID 
• 業界団体 
• 民間企業 
• 専門家 

• 資料レビュー 
• インタビュー 
• 質問票調査  

+BSIDは、民間企業の技術向上を支援する機能を担っている。 
+タイ金型工業会（TDIA）は、BSID が金型産業を振興するうえで中
心的な役割を果たすことを期待している。 

1-5 日本の対タイ協力政策との整合
性 

• 日本の対タイ援助計画の重点支
援分野 

• 外務省（日本）  • 資料レビュー +金型産業を含む裾野産業の振興は、日本の対タイ国別援助計画に示
された重点分野の一つである。  

 
評価 5項目：有効性 

評価項目 必要データ・情報 情報源 データ収集方法 調査結果 
（+：プラス要因、-：マイナス要因、*：中立要因など） 

2. 有効性     

2-1. 目標達成度    B-1と同じ B-1と同じ B-1と同じ B-1と同じ 

2-2. 目標達成への貢献要因 • 研修コースの開発 
• 研修講師と管理スタッフの能力
向上 

• 機材の活用度 
• 研修講師の確保 
• 研修教材の開発 
• 広報計画 

• BSID 
• 専門家 

• 資料レビュー 
• インタビュー 
• 質問票調査 

+13 の研修コースがこれまでに実施され、さらに４コースが今後開
発・実施される予定である（Annex 28）。 

+ C/Pの技術レベルは、プロジェクト目標を達成する上でほぼ満足で
きる程度に向上した。 

+支援スタッフの一名を除く C/P（民間向け研修コースの講師）の大
半は、プロジェクト期間中、移動することなく本プロジェクトに留

まっている。 
+マニュアル、テキスト、その他の教材は適切に開発された（Annex 26、

27）。 
+プロジェクトの広報活動は効果的に実施された（Annex 22）。 
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2-3. 目標達成の阻害要因 • 実施体制 

• 収入源 
• C/Pと研修生の関係 
• 金型産業振興政策 
• C/Pの出席率及びその背景要因 
• 研修コース内容とニーズとのギ
ャップ 

• 専門家と C/Pの関係 

• DIP, BSID 
• 専門家 

• 資料レビュー  
• インタビュー 
• 質問票調査 

+深刻な阻害要因はない。 

 
評価 5項目：効率性 

評価項目 必要データ・情報 情報源 データ収集方法 調査結果 
（+：プラス要因、-：マイナス要因、*：中立要因など） 

3. 効率性     

3-1. 成果の達成度    C-0～C-5と同じ. C-0～C-5と同じ C-0～C-5と同じ. C-0～C-5と同じ. 

3-2. 投入の質、量、タイミングの適
正度 

    

 3-2-1. 専門家派遣 • 派遣人数 
• 専門分野 
• 派遣期間 
• 派遣のタイミング 

• BSID 
• 専門家 

• インタビュー 
• 質問票調査 

*専門家のリストは Annex 5に示した通りである。 
+C/Pは概ね専門家の技術レベルを高く評価している。 
+短期専門家の派遣タイミング及び期間は、ほぼプロジェクト活動に
適していた。 
- 3次元金型設計の長期専門家は、同分野の技術に対する需要は大き
かったことから、プロジェクトの初期段階から派遣されるべきであ

った。 
 3-2-2. 機材 • 機材の種類 

• 機材の数 
• 導入のタイミング  

• BSID 
• 専門家 

• 資料レビュー  
• インタビュー 
• 質問票調査 

*機材のリストは Annex 7、8に示した通りである。 
 

 3-2-3. C/P研修 • 研修員の数 
• 研修内容 
• 研修期間 
• 研修のタイミング 
• 研修成果のフィードバック 

• BSID 
• 専門家 

• 資料レビュー  
• インタビュー 
• 質問票調査  

*日本での C/P 研修のリストは Annex 5に示した通りである。 
+研修を受けたすべての C/Pが、日本での研修に概ね満足している。
但しより長期間の研修を望む声も一部にはある。 

+日本での C/P研修によって得られた知識・技術は、研修コースの実
施を通じて民間企業に移転された。 

 3-2-4. C/P配置 • 数 
• 能力 

• BSID 
• 専門家 

• 資料レビュー  
• インタビュー 
• 質問票調査 

+各分野に配置された C/Pの能力は、円滑かつ適切な技術移転の実施
にあたってほぼ十分なものであった。 

 3-2-5. 建物及び施設 
 

• 質 
• 規模 
• 利便性 
• 現況 

• BSID 
• 専門家 

• 資料レビュー  
• インタビュー 
• 質問票調査 

+利用施設について大きな問題はない。 
*プロジェクト施設の建設が計画より 6 ヶ月遅延したが、プロジェク
ト活動の実施には、さしたる影響はなかった。 

 



6/7 
  

 3-2-6. ローカルコスト 
 

• 金額 
• 使途 
• タイミング 

• BSID 
• 専門家 

• 資料レビュー  
• インタビュー 
• 質問票調査 

+ローカルコストの支払いに起因する問題は特にない。 
-一部機材の維持管理は、事務手続きの遅れにより、適正なタイミン
グで実施されなかった。 

3-3. 合同調整委員会(JCC)の貢献度 • 活動内容 
• 構成メンバー 
• 会議の議題 
• 開催頻度 
• JICA、BSIDとの関係 

• BSID 
• 専門家 
• JETRO, 

JODC 

• 資料レビュー  
• インタビュー 
• 質問票調査 

*合同調整委員会（JCC）は計画通り開催され、プロジェクトに貢献し
た。しかしながら、会議においては、将来の方向性に関する議論に

より多くの時間を割くべきとの指摘がある。 

3-4. 他機関との連携 • 他機関の金型関連技術研修 
• 提携・協力の実態 

• BSID 
• 専門家 
• 業界団体 
• JETRO, 

JODC 
• 大学 
• TGI 

• インタビュー 
• 質問票調査 

+BSIDは TDIA、TPIA、コラートとコンケンのラジャモンコン工科大、
スリン職業訓練大学、ラチュブリトバンプリの技能訓練学校と協力

し、中央及び地方の民間企業に幅広くサービスを提供している。 
+TDIAとはセミナーを共同開催している。 
+研修コース等の活動は、TDIAの協力を得て広報している。 

 
評価 5項目：インパクト 

評価項目 必要データ・情報 情報源 データ収集方法 調査結果 
（+：プラス要因、-：マイナス要因、*：中立要因など） 

4. インパクト     

4-1. 上位目標達成度    A-1と同じ A-1と同じ A-1と同じ A-1と同じ 

4-2. 経済・財政的インパクト 
 

• 本プロジェクトによるタイ金型
産業発展の見通し 

• プロトタイピングサービス提供
による民間との競合実態 

• BSID 
• 業界団体 
• 専門家 

• インタビュー 
• 質問票調査 

+プロジェクトが自立発展性を確保し、かつ金型産業振興計画の中で、
中核的な役割を果たすならば、本プロジェクトは、将来的には金型

産業全体の発展を通じ、国家経済に大きな影響を与えることになろ

う。 
4-3. その他のインパクト • 本プロジェクト活動による正負

のインパクト（環境、社会、文化、

技術、制度面等） 

• BSID 
• 専門家 

• インタビュー 
• 質問票調査 

+負のインパクトは特に見られない。 
+プロジェクトを通じ、C/Pは技術に関する知識・技能だけでなく、
国際的な幅広い視点からタイの金型産業の重要性を理解することが

できた。 
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評価 5項目：自立発展性 
評価項目 必要データ・情報 情報源 データ収集方法 調査結果 

（+：プラス要因、-：マイナス要因、*：中立要因など） 
5. 自立発展性     

5-1 組織的・財務面での自立発展性     

5-1-1. SICプロジェクトの運営管理
システム 

• 組織概要 
• BSID組織図 
• BSIDの将来計画 
• C/Pの確保  
• 研修振興計画 

• DIP, BSID 
• 専門家 

• 資料レビュー  
• インタビュー 
• 質問票調査 

+工業省が策定した金型産業振興計画（2004-2009 年）の中に、BSID
のプロジェクト活動計画が統合される。 

-プロジェクト期間中、数人の C/Pの人事異動が発令された。JICA側
の反対により当面は移動が凍結されたが、プロジェクト終了後に

C/Pが移動する可能性があり、その場合には自立発展性は妨げられ
ることになる。 

5-1-2. BSIDの財務状況  • タイ政府による予算割当て • DIP, BSID 
• 専門家 

• 資料レビュー インタ
ビュー 

• 質問票調査 

+本プロジェクト及び BSID 全体は、活動を適切に実施するにあたっ
て、十分といえないまでも安定した予算をこれまで確保してきた。 

5-1-3. BSIDの自己収入 • 自己収入の現状 
• BSIDの将来計画 

• DIP, BSID 
• 専門家 

• 資料レビュー  
• インタビュー 
• 質問票調査 

* BSIDには自己収入があるが、国庫に返戻されるため、BSIDの活動
のために使用することはできない。 

5-2 政策・制度面での自立発展性     

5-2-1. プラスティック金型産業振
興政策・施策 

• 直近の振興政策・施策 • DIP, BSID 
• 専門家 

• 資料レビュー  
• インタビュー 

+金型産業振興計画（2004-2009年）が工業省によって策定され、閣議
の承認を待っているところである 

5-3. 技術面での自立発展性     

5-3-1. 技術移転の進捗 • C/Pの技術レベル 
• C/Pの、民間に対する技術サービ
スの計画・実施・評価能力 

 

• BSID 
• 専門家 

• 資料レビュー  
• インタビュー 
• 質問票調査  

+ C/P のほとんどが自力で研修コースの講師を務められる水準まで
知識・技能を獲得した。但し、企業へのアドバイス（トラブル・シ

ューティング等をするためには実務経験が不足している。 
-技術水準以外の、民間向け研修コースの計画・実施・評価に関する

C/Pの能力は、自立発展性を確保するうえで十分ではない。 
5-3-2. 機材の管理と更新 • 維持管理計画（予算を含む） 

• C/Pの機材維持管理能力 
• BSID 
• 専門家 

• 資料レビュー  
• インタビュー 
• 質問票調査 

-機材の定期点検が不十分である等、適正なメンテナンス計画が作成
されていない。 
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技術報告書 

技術面に関する評価と提言 

松岡甫篁 

1. 総合的な評価と提言 

中間評価で指摘された項目は、概ね改善されており PDM、および TCPに沿って順調な進

行状況であることを確認した。すなわち、現段階において本プロジェクトが最終的に設定

した目標に対し、90%以上の達成率であり、残された課題（内製一貫金型 3 型の加工、組

立、調整：8月末終了予定、および研修 4コース）を予定通り終了させるよう要請した。 

C/P がこれら課題を終了させるための技術的な能力は習得しており、今後は TPC に沿っ

たスケジュールで作業を進行し、所期の目標を達成することを期待する。 

 

1) C/P技術移転の進捗状況 

専門家より C/Pへの技術移転は、TPCに沿って行われており、特に中間評価時以降は、

3次元 CAD/CAMによる金型設計、CNCプログラミング、および CNC工作機械の操作な

どの技術移転が急ピッチで実行され、目標の技術レベルには到達している。 

民間企業に対するコンサルタントは、CAD/CAMから CNC機械加工に至る一連の金型

生産方式の基本的な内容については十分な能力を有するが、日進月歩で高度化している金

型生産技術に対応できる能力は低く、今後、更に金型生産技術に関する高度な教育、およ

び民間企業における実践経験を積み重ねることが必要であろう。 

 

2) BSIDが行うサービス実施状況 

BSIDがタイ中小企業に提供すべき 3項目のサービスの中で、研修・セミナー実施は、

特に新人教育、みがき作業などにおける技能高度化などに関して受講者の評価も高く、継

続して受講する企業も増えており、高く評価できる。 

試作品製作サービスは、56 件の金型部品の機械加工を受注した実績があり、一定の評

価はできるが、今後は、受注体制の強化（品質・工程・コスト管理体制の強化）と同時に、

積極的な受注活動を進め、かつ金型、および試作品の受注内容に移行すべく継続して生産

技術の高度化に取り組むべき課題が残された。 

アドバイザリーサービスは、前項で述べたごとく、実施した企業の満足度は低く、C/P

の能力（主に経験）不足に起因するものと考えられる。 

しかしながら、今後も積極的に継続し、経験を重ねることが必要であり、比較的評価の

高かった、CAD/CAM、CNC工作機械の操作に関するアドバイスなど、当面、十分な準備

と知識を有する分野を中心に推進することからアドバイザリーサービスを拡大してゆく

ことを提案する。 



 

 

3) 技術移転スケジュール管理 

中間評価時に指摘された技術移転スケジュール管理は、内製一貫金型の製作における管

理は行われており、C/Pが進行状況を把握しているが、進行速度において民間企業の管理

レベルとはかけ離れており、早急に時間単位の工程管理システムを確立し、迅速な生産活

動が可能な体制に移行することを要望する。 

 

4) プロジェクトの理念 

C/Pに対する技術移転を行い、タイ国の金型技術を向上させることが、本プロジェクト

の目標であり、基礎技術に関しては目標を達成したと判断できる。 

しかしながら、金型技術は日進月歩であり、高度な生産技術を継続して習得してゆくこ

とが必要であり、C/Pの意欲的な対応と関係各位の総合的なバックアップ体制は不可欠で

あろう。 

 

2. 教育・訓練の質と量 

1) 設計 

3次元 CAD/CAMによる金型設計の技術移転は、順調に進んでおり C/Pは企業研修でき

る能力（操作指導中心の内容に限定）を有している。 

3次元 CAD/CAMによる金型設計プロセスに関するテキストも概ね完成しており、毎回

14名（3次元・CAD/CAMは、現在 15セットありその内の 1セットは講師用）の受講者

数を受け入れるハードとソフトの体制を整えており、講習を計画的に実行している。 

しかしながら、今後は、3次元・CAD/CAMシステムのバージョンアップを行い、常に

最新のシステムでトレーニングできる環境を継続的に整えること、CAMとの連携に関す

るトレーニング内容を強化することなどが課題として挙げられよう。 

 

2) 加工 

CAM システムを用いて、3 次元・CAD で設計した金型部品データから、モデリング、

NC プログラムデータを生成するプロセスのトレーニングに関する C/P への技術移転は、

遅れ気味であったが急ピッチで進行している。既に、C/P が、モデリング、NC プログラ

ミング作業の実技講習を単独で行う能力は十分に有しており、実技講習を実施している。 

マシニングセンタ、CNC放電加工機、CNCワイヤー放電加工機、および汎用機に関し、

段取り作業、機械操作など一連の作業指導についても習得し指導できるレベルにある。 

今後は、マシニングセンタの切削加工における、被削材と切削工具の選択、切削条件の

決定など現実的な理論、放電加工用電極の高度な設計知識など、民間企業におけるコンサ

ルタントに必要な高度な技術知識について習得することを期待する。 

 



 

3) 磨き作業・組立作業・射出成形（試作）作業・メンテナンス 

金型の磨き作業の技術移転は、日本における研修成果を含めて順調に行われており C/P

が C/Pを指導するエコートレーニングも行われ、自信を持って講習を実施できるレベルで

ある。組立作業、試作用射出成形作業、メンテナンスに関しても、中間評価時以後、多く

の金型組立を実施しており、講習講師ができるレベルで、既に講習の実績もある。 

しかしながら、成型した製品の計測、計測したデータによる金型の修正、設計へのフィ

ードバックなど行い、修正の少ない金型製作を指向した取り組みを期待する。 

特に、金型組立、調整、メンテナンスに関しては、多くの経験が必要であり、今後も積

極的に多種類の金型と多様なケースにチャレンジすることで、メンテナンスの迅速な判断

とフレキシブルな対応が可能な能力を強化できるものと考える。 

 

3. 提言 

1) BSIDにおける金型産業サポート機能の強化の背景 

日系企業などの大手企業は、地元企業からの調達体制を望んでいるが、発注と受注間に

おいて質と量の格差は大きく、発注先企業の拡大速度が高まる中で更に拡大している状況

がある。一方、金型は、コンピュータ利用による生産体制に移行しており、CAD/CAMに

よる加工用データ生成から CNC工作機械による加工まで一貫したシステムが一般化して

いる。そのため、新たな技術と生産設備の導入、これらの生産システムを機能させるため

の人材教育などの対応が急務になり、特に、中小企業にとってハードな条件になっている。

このような状況下において、BSID／JICA プロジェクトが実行してきた 5 年間の活動は、

タイ国の中小企業におけるCAD/CAM、CNC工作機械による金型生産システムを構築し、

十分な機能を発揮するための基本的な技術面のサポートにおいて大きな成果を残した。し

かしながら、世界的な生産拠点の展開が進んでいる自動車、エレクトロニクス分野などに

用いられる金型に対する性能、品質、コスト、納期などに対する要求がエスカレートし、

かつ日用雑貨などの金型も、コストと納期面で厳しい競争に直面しており、今や、金型産

業は、日進月歩の生産技術高度化が求められている。 

タイ国内の中小企業における技術的、経営的な進展速度は、前述した現状に沿った状況

とは言い難く、今後も BSIDのサポート機能の強化は急務な対応になろう。 

 

2) BSIDにおける取り組みの具体的な提案 

■ 3次元 CAD/CAM、CNC工作機械による金型生産技術の高度化サポート 

コンピュータのハードとソフトの急速な進歩に対応した体制を構築するこが必要で

あり、CAD/CAM システム、CNC 工作機械などの短期更新、高度な技術知識を有する

C/Pの継続した教育と新たな人材確保など解決すべき問題は多く、かつ難問である。 

しかしながら、中小企業に向けた生産技術面のサポート強化には不可避なテーマであ

り、例えば、3次元・CAD/CAM、CNC工作機械、金型設計・射出成形・金型修理など



 

の中からテーマを絞り込んでスタートさせる、民間企業との共同体制でトレーニングを

行うなど、具体的な方策と実行が必要であろう。 

 

■ BSID主導の中小企業のクラスター活動による金型生産体制の強化 

金型生産を行っている中小企業における生産設備更新は、投入資金、人材などで限界

があり総合的な金型生産システム構築は難しい場合が多い。 

異なる生産体制、生産設備と技術能力などの中小企業がグループを形成し、システマ

チックな活動で金型生産能力を拡大、高度化する方策を、タイ国における新たな取り組

みとして提案する。例えば、プラスチック金型を受注した場合、一社だけで金型生産を

行わずに数社で分担して完成させるシステムであり、1社が高度な生産設備を全て揃え

る必要がなく、設備と人材に対する投資を抑えることが可能になる。 

 

以上 
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主要面談者リスト 

日本側 

JICA タイ事務所 

◆ 所長 中井 信也 

◆ 次長 奥邨 彰一 

◆ 所員 澁谷 晃 

 

タイ金型技術向上計画 

◆ 池内 準 （チーフアドバイザー） 

◆ 内田 恭男 （業務調整員） 

◆ 大野 順三 （CAD/CAM、三次元金型設計） 

◆ 吉尾 貴人 （金型加工） 

◆ 石崎 昇 （金型組立・試打） 
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◆ 秋元 義明 （チーフアドバイザー） 

◆ 新関 郁子 （業務調整員） 

◆ 松田 次郎 （物理標準） 

◆ 米須 清英 （電磁気標準） 

 

タイ側 

(*The member of Thai Evaluation Team) 

1. Mr. Supat Limpaporn Director General 

 Department of Industrial Promotion (DIP) 

 Ministry of Industry 

2. Mr. Prapat Vanapitaksa Deputy Director General 

 DIP 

3. Mr. Saneh Niyomthai* Director 

 Bureau of Supporting Industries Development (BSID) 

4. Mr. Sirichai Pothitapana* Director of 

 Metal Working and Machinery Industries Division, BSID 

5. Dr. Pasu Loharjun* Director 

 Industrial Parts Manufacturing Development Division, 

 BSID 
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6. Mr. Prakob Janma* 

 Head of Product, Mold & Die Technical Design Development, BSID 

7. Mr. Kittiphat Panitakorn* Senior Expert, BSID 

8. Mr. Viroj Sirithanasart* President 

 Thai Tool and Die Industry Association (TDIA) 

9. Mr. Sombat Wudhanasrap* Assistant Secretary, TDIA 

10. Mr. Parinya Chuenmeechow* President 

 Thai Plastic Industries Association (TPIA) 

11. Mr. Kowate Limtrakul* Managing Director 

 T.Krungthai Industries Public Co., Ltd. 
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